
お申込み・詳しい講座内容は裏面をご覧ください。

生講座を「オンラインＬＩＶＥ講座」にて配信!
働き方改革・在宅需要のお申込みが急増中！

東 京 生 講 座

受講料 会員 ： 無 料 資産税実務研究会 / 定額制クラブ / 
資産税オンラインスクール

会　場

オンラインＬＩＶＥ講座

資産税実務研究会

一般 ： ［オンライン］25,000円

［会場受講］25,000円

40 名様会場受講 先着 7/13（月）13:00-17:00チャットで質問できます！

講　師 伊藤 俊一 氏 伊藤俊一税理士事務所 代表税理士

1978年（昭和53年）愛知県生まれ。
勤務時代、都内会計事務所を経て、都内コンサルティング会社にて某メガバンク案件に係る事業再生、
事業承継、資本政策、相続税等のあらゆる税分野のコンサルティングを経験。
特に、事業承継・少数株主からの株式集約（中小企業の資本政策）・相続税・地主様の土地有効活用コン
サルティングは勤務時代から通算すると数百件のスキーム立案実行を経験しており、豊富な経験と実績
を有する。一橋大学大学院国際企業戦略研究科経営法務専攻（専攻：租税法／研究テーマ：民事信託）
修士課程在学中。
現在、厚生労働省ファイナンシャル・プランニング技能検定 試験委員。信託法学会所属。

事業承継の検討においては株式の相続税評価額の計算方法を理
解しておく必要があります。 相続税を勉強するうえで、 最も難しい
のは間違いなく株式の評価額の計算です。 できる限りわかりやすく
株式の評価額の計算方法の全体像を解説いたします。

東京都港区浜松町2-8-14 浜松町TSビル4F,5F,6F　TEL：03-6262-3553
［浜松町］ ビジョンセンター浜松町 JR山手線・京浜東北線「浜松町駅（南口-S5階段・金杉橋方面）」 徒歩3分

東京モノレール羽田空港線「モノレール浜松町駅（南口-1出口）」 徒歩3分、都営大江戸線・浅草線「大門駅（A1出口）」 徒歩5分

税務上適正価額

非上場株式
の評価



株式会社ファルベ 〒104-0032 東京都中央区八丁堀4-1-3 宝町TATSUMIビル4Ｆ  TEL 03-6228-3272  担当：藤井・内海

TEL.1 TEL.2　携帯電話など必ず連絡がつく先をご記入ください。

FAX E-mail

ご住所 〒

事務所名参加者名｜フリガナ

2020/7/13（月）「非上場株式の評価　～税務上適正価額～」 申込書

お申込み方法

必要事項をご記入の上、FAXにてお申込みください。折り返し受付確認票を送付いたします。HPからもお申込みいただけます。

03-5539-3751FAX送信先 HPからのお申込みはこちら http://farbe-net.com/

受講形式　※いずれかの項目にチェックを入れてください。

□ 生講座会場受講 （40名様） □ オンラインLIVE講座

種　　別　※いずれかの項目にチェックを入れてください。

□ 定額制クラブ（無料） □ 一般□ 資産税実務研究会 会員（無料） □ 資産税オンラインスクール 会員（無料）

会場案内

ビジョンセンター浜松町
東京都港区浜松町2-8-14　浜松町TSビル4F,5F,6F
TEL：03-6262-3553

・JR山手線・京浜東北線
　「浜松町駅（南口-S5階段・金杉橋方面）」 徒歩3分
・東京モノレール羽田空港線
　「モノレール浜松町駅（南口-1出口）」 徒歩3分
・都営大江戸線・浅草線
　「大門駅（A1出口）」 徒歩5分

浜松町○ 個人⇒個人間の税務上の自社株評価額

○ 個人⇒法人間売買の税務上の適正価格

○ 法人⇒個人間、法人⇒法人間売買の

　 税務上の適正価額

○ 評価判定の規定（法人税基本通達9－1－5）

○ 金庫株の税務上の適正評価額

○ 株価の見せ方

○ 時価純資産評価額法

○ 予測株価

○ 税務上の適正な時価以外の課税関係

○ 税務上の適正評価額の強制力

○ 個人の属性によって変わる適正評価額

○ 株式の個人⇒個人間の異動の留意点

○ 個人⇒個人間の時価譲渡の論点：低額の場合

○ 高額譲渡の課税関係

○ 個人⇒法人間の異動の留意点

○ 配分可能額規制に違反した自己株式の取得

○ 相続自社株の金庫株の特例における価額

○ 株式の法人⇒個人間の異動の留意点

○ 第三者割当増資の課税関係

○ 自社株引下げ時の留意事項

○ 一物一価

○ ＤＥＳでの負債の時価評価

○ 税務上適正評価額・株価の洗い替え

○ 税務上適正評価・純資産価額の時期の考え方

○ 法人⇒法人間の株式異動の留意点

○ 類似業種比準方式における株価引下げ策

○ 類似業種比準方式の留意点

○ 相互持合いの純資産価額が高額

○ 相互持合い株価の計算方法

○ 法人間の異動の留意点

○ 「相続税評価額」「帳簿価額」欄に

　 記載する金額の根拠

○ 婚姻関係終了届

○ 投資育成会社・財団法人が株主の場合の留意点

○ 金利スワップの純資産価額計算上の取扱い

○ 現物分配にまつわる株価の論点

○ 土地保有特定会社の判定

○ 即時償却制度

○ 外国子会社配当による

　 株式保有特定会社外しスキーム

○ Ｍ＆Ａ時の時価の算定方法（修正簿価純資産法）

○ Ｍ＆Ａにおける簡易的な価格チェックの方法

○ 民法上の時価

○ 財産評価基本通達189の前文

○ 同族法人への遺贈の実務上の留意点

○ 税務上適正評価額：

亡父が主宰法人に同社株式及び貸付金を遺贈

した場合に株式の譲渡所得の金額の計算上同

社の借入金は負債に計上できないとされた事例

○ 営業権、原始発生借地権、自然発生借地権

　 の計上の違い

○ 株価算定書に添付するもの

○ リゾート会員権下取り時の株価評価

○ 信用取引の際の株式等保有特定会社の

　 株式・出資の範囲

○ 国税庁質疑応答事例で特に誤りやすい事項

○ 資産課税関係 誤りやすい事例（株式評価・

　 その他の財産の評価関係）

講座内容

非上場株式
の評価


